
前半 

優越的地位濫用に関する基本解説 

 

 

 



 

[概要] 

・競争停止でもなく、他者排除でもなく、取引相手方から搾取 

・日本では、搾取行為を「優越的地位濫用行為」と呼ぶ 

・優越的地位濫用の違反要件（概要） 

・2 条 9 項 5 号で規定（後述） 

・優越的地位 

・利用して 

・濫用 

・課徴金がある（20 条の 6）（後述） 

・11 年間、課徴金納付命令がなかった 

・アドボカシー 

 

日本の優越的地位濫用規制の歴史・特徴 

・昭和 28 年改正（1953） 

・導入 

・昭和 31 年（1956） 

・補完法として下請法を制定 

・平成 15 年下請法改正（2003） 

・平成 21 年改正（2009） 

・課徴金導入（20 条の 6） 

・違反要件も 2 条 9 項 5 号として整理し法定 

・優越的地位濫用ガイドラインを策定 

・平成 23 年〜平成 26 年（2011-2014） 

・5 件の課徴金納付命令 

・全て、平成 25 年改正による審判制度廃止（平成 27 年 4 月施行）前 

・平成 30 年（2018）12 月 30 日 

・平成 28 年改正施行＝確約制度の導入 

・平成 31 年／令和元年（2019） 

・2011-2014 の命令に係る審決 

・日本トイザらスは 2015 に審決・確定 

・ドイツ競争当局が Facebook に命令 

・個人情報等優越的地位濫用ガイドライン 

・令和 2 年（2020） 

・種々の実態調査報告書 

・飲食店ポータルサイト 

・コンビニ本部加盟店取引 



・など 

・確約認定 

・令和 2 年以後、多数 

・2011-2014 の命令に係る東京高裁判決 

・エディオンは現在も東京高裁係属中 

・令和 3 年（2021） 

・業界啓蒙型ガイドライン 

・フリーランスガイドライン 

・令和 3 年フランチャイズガイドライン改正 

・令和 4 年（2022） 

・韓流村対カカクコム食べログ東京地判（原告勝訴） 

・価格転嫁、社名公表など → 現在まで 

・令和 5 年（2023） 

・フリーランス法制定 

・労務費転嫁価格交渉ガイドライン 

・令和 6 年（2024） 

・韓流村対カカクコム食べログ東京高判（被告勝訴） 

・スマホ法制定 

・令和 7 年（2025） 

・取適法（令和 7 年下請法改正） 

・ハーレーダビッドソンジャパンに対し課徴金納付命令をする方向で意見聴取通知と報道 

・まとめると次のような流れ 

・中小企業保護の色彩（政治からの期待が強い） 

・厳罰主義で課徴金導入 

・課徴金制度（非裁量性）が機能せず 

・確約制度の導入 

・世界的流行への対応 

・ 「価格転嫁」等の観点からの期待 

 

・ガイドラインについて 

・平成 22 年優越的地位濫用ガイドラインが基盤 

・個人情報等優越的地位濫用ガイドライン？ 

 

違反要件 

 2 条 9 項 5 号の条文 

 

 



 「不公正な取引方法」を定義する 2 条 9 項の一つの号 

五 自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らし

て不当に、次のいずれかに該当する行為をすること。 

イ 継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。ロにお

いて同じ。）に対して、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入さ

せること。 

ロ 継続して取引する相手方に対して、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益

を提供させること。 

ハ 取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒み、取引の相手方から取引に係る商

品を受領した後当該商品を当該取引の相手方に引き取らせ、取引の相手方に対して

取引の対価の支払を遅らせ、若しくはその額を減じ、その他取引の相手方に不利益

となるように取引の条件を設定し、若しくは変更し、又は取引を実施すること。 

・優越的地位 

・乙が甲と取引する必要がある（不利益な扱いを受け入れざるを得ない立場） 

・[優越的地位濫用ガイドライン]第 2 の 1 

 取引の一方の当事者（甲）が他方の当事者（乙）に対し、取引上の地位が優越して

いるというためには、市場支配的な地位又はそれに準ずる絶対的に優越した地位であ

る必要はなく、取引の相手方との関係で相対的に優越した地位であれば足りると解

される。甲が取引先である乙に対して優越した地位にあるとは、乙にとって甲との取引の

継続が困難になることが事業経営上大きな支障を来すため、甲が乙にとって著しく不利益

な要請等を行っても、乙がこれを受け入れざるを得ないような場合である。 

・公取委界隈は、「優越的地位」（相対的優越）で足り「支配的地位」（絶対的優越）は必要な

い、と強調。 

・「他にない」━━━━━━「切れない」 

・・・の、どこなのか、の問題。 

・課徴金事例で公取委は、かなり低い数字でも「優越的地位」はある、と主張している。 

・民事裁判事例では、「他にない」くらいでないと優越的地位なしとして切る事例が少なくな

い。 

・濫用行為（不利益行為） 

・2 つの視角 

・あらかじめ計算できない不利益 

・合理的範囲を超える不利益 

・甲が乙から買い切る取引では、協賛金の要請、従業員派遣の要請、返品、減額、などは原

則として濫用行為に当たるが、乙の「直接の利益等」の範囲内なら、例外的に許される。 

・取引内容そのもの（交渉価格など）によって不利益を与える、という認定には、かなり慎

重 

・しかし、それが、「価格転嫁」促進政策となっており、公取委は種々の取組。 



 

課徴金要件 

・日本の課徴金制度（20 条の 6）は、甲の特定の乙に対する行為が違反である場合に、甲の当該特

定の乙との取引額（売上額／購入額）の 1%を課徴金とする。乙が複数いる場合、これらを合算

する。 

・→ 乙が 127 社いれば、「甲と乙 1」「甲と乙 2」・・・「甲と乙 127」というように各 127 回の違反

要件認定作業をする。 

第二十条の六 事業者が、第十九条の規定に違反する行為（第二条第九項第五号に該当するも

のであつて、継続してするものに限る。）をしたときは、公正取引委員会は、第八章第二節

に規定する手続に従い、当該事業者に対し、違反行為期間における、当該違反行為の相手

方との間における政令で定める方法により算定した売上額（当該違反行為が商品又は役務

の供給を受ける相手方に対するものである場合は当該違反行為の相手方との間における政

令で定める方法により算定した購入額とし、当該違反行為の相手方が複数ある場合は当該

違反行為のそれぞれの相手方との間における政令で定める方法により算定した売上額又は

購入額の合計額とする。）に百分の一を乗じて得た額に相当する額の課徴金を国庫に納付す

ることを命じなければならない。ただし、その額が百万円未満であるときは、その納付を

命ずることができない。 

 

3 つの法律 

・下請法とフリーランス法が、補完 

・独占禁止法の優越的地位濫用に該当しやすいと類型的に言えるものを法定して簡易迅速な規制 



 
 

・下請法改正の条文 

・下請法（現行）e-Gov 法令検索 

・https://laws.e-gov.go.jp/law/331AC0000000120 

・改正後 e-Gov 法令検索 

・https://laws.e-gov.go.jp/law/331AC0000000120/20260101_507AC0000000041 

・ 「公済済みかつ未施行」のものの出し方（一般論）は、[e-Gov 法令検索]からリンクしている

YouTube 動画をご覧ください。



 
[[電子記録債権等の手数料等について]] 

 ご質問がありました。 

 運用基準改正パブコメ案 

 



 

・ご質問 

・「金銭による支払と同等の経済的効果が生じるとはいえない」とはいえないのではないか？ 

（委託事業者の遵守事項） 

第五条 委託事業者は、中小受託事業者に対し製造委託等をした場合は、次に掲げる行為（役務

提供委託又は特定運送委託をした場合にあつては、第一号及び第四号に掲げる行為を除く。）

をしてはならない。 

一 中小受託事業者の責めに帰すべき理由がないのに、中小受託事業者の給付の受領を拒むこ

と。 

二 製造委託等代金をその支払期日の経過後なお支払わないこと（当該製造委託等代金の支払

について、手形を交付すること並びに金銭及び手形以外の支払手段であつて当該製造委託

等代金の支払期日までに当該製造委託等代金の額に相当する額の金銭と引き換えることが

困難であるものを使用することを含む。）。 

三〜七 （略） 

２ （略） 

 

・下請法とフリーランス法の概要 

・下請法改正（中小受託法）の骨子 

 

後半 

・フリーランス法の諸事例 

・コメンテーターは、以下のいずれでも（全部でもごく一部でも）コメントをいただければ十分で

す。 

・令和 7 年 3 月 28 日公表の指導事例 

フリーランス法指導事例（令和 7 年 3 月） 

 

・令和 7 年 3 月 28 日 公表 

・https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/mar/250328_FL.html 

・内容の紹介（末尾にまとめ） 

・明示義務違反（給付受領期日） 

・  

・明示義務違反（給付受領期日、報酬の額） 

・  



・明示義務違反（支払期日） 

・  

・支払期日の請求書依存 

・  

・支払期日の検収日依存 

・  

・明示義務違反（検査完了日、報酬の額、支払期日） 

・  

・明示義務違反（役務提供期日・場所）、支払期日の「まで」表記） 

・  

・明示義務違反（支払期日、個別発注時の基本契約リファー） 

・  

・  

・明示義務違反（「直ちに」でない） 

・  

  



・明示義務違反（役務提供期日・場所）、支払期日の「まで」表記、支払期日の請求書依存 

・  

・支払期日の請求書依存 

・  

・問題となる項目（条文） 

・明示義務違反 

・給付受領期日 

・報酬の額 

・支払期日 

・日そのものを明示せず 

・ 「まで」表記 

・役務提供期日・場所 

・個別発注時の基本契約リファー 

・ 「直ちに」でない 

・支払期日の設定に関する違反 

・請求書の発行に依存 

・検収日・検査完了日に依存 

 

・明示義務に関する条文 

（特定受託事業者の給付の内容その他の事項の明示等） 

第三条 業務委託事業者は、特定受託事業者に対し業務委託をした場合は、直ちに、公正取引委

員会規則で定めるところにより、特定受託事業者の給付の内容、報酬の額、支払期日その

他の事項を、書面又は電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって公正取引委員会規則で定めるものをいう。以下この条におい

て同じ。）により特定受託事業者に対し明示しなければならない。ただし、これらの事項

のうちその内容が定められないことにつき正当な理由があるものについては、その明示を

要しないものとし、この場合には、業務委託事業者は、当該事項の内容が定められた後直

ちに、当該事項を書面又は電磁的方法により特定受託事業者に対し明示しなければならな

い。 



２ 業務委託事業者は、前項の規定により同項に規定する事項を電磁的方法により明示した

場合において、特定受託事業者から当該事項を記載した書面の交付を求められたときは、

遅滞なく、公正取引委員会規則で定めるところにより、これを交付しなければならない。

ただし、特定受託事業者の保護に支障を生ずることがない場合として公正取引委員会規則

で定める場合は、この限りでない。 

 

（法第三条第一項の明示） 

第一条 業務委託事業者は、特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（以下「法」と

いう。）第三条第一項に規定する明示（以下単に「明示」という。）をするときは、次に掲

げる事項を記載した書面の交付又は当該事項の電磁的方法による提供により、示さなけれ

ばならない。 

一 業務委託事業者及び特定受託事業者の商号、氏名若しくは名称又は事業者別に付され

た番号、記号その他の符号であって業務委託事業者及び特定受託事業者を識別できるも

の 

二 業務委託（法第二条第三項に規定する業務委託をいう。以下同じ。）をした日 

三 特定受託事業者の給付（法第二条第三項第二号の業務委託の場合は、提供される役

務。第六号において同じ。）の内容 

四 特定受託事業者の給付を受領し、又は役務の提供を受ける期日（期間を定めるものに

あっては、当該期間） 

五 特定受託事業者の給付を受領し、又は役務の提供を受ける場所 

六 特定受託事業者の給付の内容について検査をする場合は、その検査を完了する期日 

七 報酬の額及び支払期日 

八 報酬の全部又は一部の支払につき手形を交付する場合は、その手形の金額及び満期 

九 報酬の全部又は一部の支払につき、業務委託事業者、特定受託事業者及び金融機関の

間の約定に基づき、特定受託事業者が債権譲渡担保方式（特定受託事業者が、報酬の額

に相当する報酬債権を担保として、金融機関から当該報酬の額に相当する金銭の貸付け

を受ける方式）又はファクタリング方式（特定受託事業者が、報酬の額に相当する報酬

債権を金融機関に譲渡することにより、当該金融機関から当該報酬の額に相当する金銭

の支払を受ける方式）若しくは併存的債務引受方式（特定受託事業者が、報酬の額に相

当する報酬債務を業務委託事業者と共に負った金融機関から、当該報酬の額に相当する

金銭の支払を受ける方式）により金融機関から当該報酬の額に相当する金銭の貸付け又

は支払を受けることができることとする場合は、次に掲げる事項 

イ 当該金融機関の名称 

ロ 当該金融機関から貸付け又は支払を受けることができることとする額 

ハ 当該報酬債権又は当該報酬債務の額に相当する金銭を当該金融機関に支払う期日 

十 報酬の全部又は一部の支払につき、業務委託事業者及び特定受託事業者が電子記録債

権（電子記録債権法（平成十九年法律第百二号）第二条第一項に規定する電子記録債権



をいう。以下同じ。）の発生記録（電子記録債権法第十五条に規定する発生記録をい

う。）をし又は譲渡記録（電子記録債権法第十七条に規定する譲渡記録をいう。）をする

場合は、次に掲げる事項 

イ 当該電子記録債権の額 

ロ 電子記録債権法第十六条第一項第二号に規定する当該電子記録債権の支払期日 

十一 報酬の全部又は一部の支払につき、業務委託事業者が、資金決済に関する法律（平

成二十一年法律第五十九号）第三十六条の二第一項に規定する第一種資金移動業を営む

同法第二条第三項に規定する資金移動業者（以下単に「資金移動業者」という。）の第

一種資金移動業に係る口座、同法第三十六条の二第二項に規定する第二種資金移動業を

営む資金移動業者の第二種資金移動業に係る口座又は同条第三項に規定する第三種資金

移動業を営む資金移動業者の第三種資金移動業に係る口座への資金移動を行う場合は、

次に掲げる事項 

イ 当該資金移動業者の名称 

ロ 当該資金移動に係る額 

２〜５ （略） 

 

・支払期日の設定に関する条文 

（報酬の支払期日等） 

第四条 特定業務委託事業者が特定受託事業者に対し業務委託をした場合における報酬の支払期

日は、当該特定業務委託事業者が特定受託事業者の給付の内容について検査をするかどう

かを問わず、当該特定業務委託事業者が特定受託事業者の給付を受領した日（第二条第三

項第二号に該当する業務委託をした場合にあっては、特定受託事業者から当該役務の提供

を受けた日。次項において同じ。）から起算して六十日の期間内において、かつ、できる

限り短い期間内において、定められなければならない。 

２ 前項の場合において、報酬の支払期日が定められなかったときは特定業務委託事業者が

特定受託事業者の給付を受領した日が、同項の規定に違反して報酬の支払期日が定められ

たときは特定業務委託事業者が特定受託事業者の給付を受領した日から起算して六十日を

経過する日が、それぞれ報酬の支払期日と定められたものとみなす。 

３ 前二項の規定にかかわらず、他の事業者（以下この項及び第六項において「元委託者」

という。）から業務委託を受けた特定業務委託事業者が、当該業務委託に係る業務（以下

この項及び第六項において「元委託業務」という。）の全部又は一部について特定受託事

業者に再委託をした場合（前条第一項の規定により再委託である旨、元委託者の氏名又は

名称、元委託業務の対価の支払期日（以下この項及び次項において「元委託支払期日」と

いう。）その他の公正取引委員会規則で定める事項を特定受託事業者に対し明示した場合

に限る。）には、当該再委託に係る報酬の支払期日は、元委託支払期日から起算して三十

日の期間内において、かつ、できる限り短い期間内において、定められなければならな

い。 



４ 前項の場合において、報酬の支払期日が定められなかったときは元委託支払期日が、同

項の規定に違反して報酬の支払期日が定められたときは元委託支払期日から起算して三十

日を経過する日が、それぞれ報酬の支払期日と定められたものとみなす。 

５ 特定業務委託事業者は、第一項若しくは第三項の規定により定められた支払期日又は第

二項若しくは前項の支払期日までに報酬を支払わなければならない。ただし、特定受託事

業者の責めに帰すべき事由により支払うことができなかったときは、当該事由が消滅した

日から起算して六十日（第三項の場合にあっては、三十日）以内に報酬を支払わなければ

ならない。 

６ 第三項の場合において、特定業務委託事業者は、元委託者から前払金の支払を受けたと

きは、元委託業務の全部又は一部について再委託をした特定受託事業者に対して、資材の

調達その他の業務委託に係る業務の着手に必要な費用を前払金として支払うよう適切な配

慮をしなければならない。 

 

小学館 

 

・令和 7 年 6 月 17 日 勧告（フリーランス法） 

・https://www.jftc.go.jp/houdou/250617_fl_syogakukan.html 

・同日の光文社と同じ内容 

・明示義務違反 

 
・ 「直ちに」[[明示し]]なかった（3 条 1 項） 

・→勧告（8 条 1 項） 

・支払期日までの支払義務違反 

 
・支払期日を定めなかった 

・給付受領日が支払期日となる（4 条 2 項） 

・給付受領日に支払わなかった（4 条 5 項） 

・→ 勧告（8 条 2 項） 

・ （フリーランス法には遅延利息の規定はない） 

 

 



セミナーでのご指摘 

・勧告の内容が、改正前下請法では勧告の対象とならなかったもの。 

・勧告の内容に、類似事例の調査が入っている 

・下請法では、勧告の前に調査を求められ、まとめて勧告されていた 

・類似事例の調査をして、何かが見つかって公取委に報告した場合、公取委は勧告しないであろ

うが、その位置付けはどうなるか。フリーランス法リニエンシー？ 

・下請法では、基本的にはあまり例がなかったが、ビッグモーターの件では、背景事情説明をし

た上で、同様の勧告がされている。 

・https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/mar/240315_bigmotorandbmhanaten.pdf 

 



 

 
・フリーランス法には、改正前下請法 5 条書類のような義務がないこととの関係？ 

 

光文社 

 

・令和 7 年 6 月 17 日 勧告（フリーランス法） 

・https://www.jftc.go.jp/houdou/250617_fl_kobunsya.html 

・同日の[小学館]と同じ内容 

・明示義務違反 

 
・ 「直ちに」明示しなかった（3 条 1 項） 

・→勧告（8 条 1 項） 

・支払期日までの支払義務違反 

  
・支払期日を定めなかった 

・給付受領日が支払期日となる（4 条 2 項） 

・給付受領日に支払わなかった（4 条 5 項） 

・→ 勧告（8 条 2 項） 

・ （フリーランス法には遅延利息の規定はない） 

 



島村楽器 

 

・令和 7 年 6 月 25 日 勧告（フリーランス法） 

・https://www.jftc.go.jp/houdou/250625_fl_shimamuragakki.html 

・明示義務違反 

 
・「直ちに」明示しなかった（3 条 1 項） 

・→ 勧告（8 条 1 項） 

・支払期日までの支払義務違反（ア） 

 
・この支払が、フリーランス法解釈ガイドライン第 2 の 1（1）ウの①〜③の条件を満たさない

と判断されたのであろうか。 

 



・①〜③の条件を満たさないと判断されたとすれば、月の上旬の役務提供については、「翌々月

10 日支払」では、通常、60 日を超えることになる。 

・60 日を超えた支払期日を設定すると、60 日目が支払期日とみなされる（3 条 2 項） 

・実際には「翌々月 10 日」に支払った、とされているので、支払期日までに支払っていないこ

とになる（4 条 5 項） 

・→勧告（8 条 2 項） 

・ （フリーランス法には遅延利息の規定はない） 

・支払期日までの支払義務違反（イ） 

 
・支払期日を定めなかった 

・給付受領日が支払期日となる（4 条 2 項） 

・給付受領日に支払わなかった（4 条 5 項） 

・→ 勧告（8 条 2 項） 

・ （フリーランス法には遅延利息の規定はない） 

・ （パポポ資料では、ア＝1 名、イ＝85 名、の合計「86 名」という形で、まとめて記載されてい

る。） 

・不当な経済上利益提供要請 

＾ 

・ 「1 か月以上の期間」という認定は、5 条柱書きの要件を満たすために必要。 

・ 「償」」→不当な経済上利益提供要請（5 条 2 項 1 号） 

・→ 勧告（8 条 5 項） 

・実質的には「買いたたき」＝「特定受託事業者の給付の内容と同種又は類似の内容の給付に対

し通常支払われる対価に比し著しく低い報酬の額を不当に定めること」（5 条 1 項 4 号）と同

等であると思われるが、「償」」は「著しく低い報酬の額」に該当しないということか？ 

・実際には、勧告の根拠条文が 8 条 4 項になるくらいの違いか？ 

 

セミナーでのご指摘 

・97 名＝86 名＋11 名（？） 

・償」のレッスン 

・契約書に書いてあったらどうか 



・直接の利益 

・下請法では厳しくみられているのではないか？ 

・下請法では自家利用役務として適用対象取引とならないもの 

・→ フリーランス法だから適用対象となった 

 

（特定業務委託事業者の遵守事項） 

第五条 特定業務委託事業者は、特定受託事業者に対し業務委託（政令で定める期間以上

の期間行うもの（当該業務委託に係る契約の更新により当該政令で定める期間以上

継続して行うこととなるものを含む。）に限る。以下この条において同じ。）をした

場合は、次に掲げる行為（第二条第三項第二号に該当する業務委託をした場合にあ

っては、第一号及び第三号に掲げる行為を除く。）をしてはならない。 

一 特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、特定受託事業者の給付の受

領を拒むこと。 

二 特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、報酬の額を減ずること。 

三 特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、特定受託事業者の給付を受

領した後、特定受託事業者にその給付に係る物を引き取らせること。 

四 特定受託事業者の給付の内容と同種又は類似の内容の給付に対し通常支払われ

る対価に比し著しく低い報酬の額を不当に定めること。 

五 特定受託事業者の給付の内容を均質にし、又はその改善を図るため必要がある

場合その他正当な理由がある場合を除き、自己の指定する物を強制して購入さ

せ、又は役務を強制して利用させること。 

２ 特定業務委託事業者は、特定受託事業者に対し業務委託をした場合は、次に掲げ

る行為をすることによって、特定受託事業者の利益を不当に害してはならない。 

一 自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること。 

二 特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、特定受託事業者の給付の内

容を変更させ、又は特定受託事業者の給付を受領した後（第二条第三項第二号に

該当する業務委託をした場合にあっては、特定受託事業者から当該役務の提供を

受けた後）に給付をやり直させること。 

 



 白石教授からレジュメに基づき説明が行われた後、概要、以下のとおり議論が行われた。 

 

● フリーランス法上は、契約書を交付していない場合には給付を受領したその日に報酬を支払わなけ

ればならないとされているので、出版社２社に対する勧告については、フリーランスに不利益を与えた

かといった内容に立ち入らず形式的に違反であると判断できる事案であったといえる。 

  

〇 法律上は、通知等を含め、支払期日について何ら明示が行われていなかった場合に問題ということ

になる。 

 

● 報道によれば、何も行われていなかったようである。 

雑誌の場合、刊行日を基準に支払うこととされているようであり、早めに原稿が出された場合には

６０日を経過することもあるようである。 

 

〇 興味深い御指摘である。 

 

● 島村楽器の件について、公正取引委員会の公表文によれば、「直ちに、取引の条件を明示しなかった

相手」が９７名、「支払期日までに支払わなかった相手」が８６名、「償」で体験レッスンを行わせてい

た相手」が１１名とされており、９７名というのが両方の合計と一致することからすると、償」で体験

レッスンを行わせていた相手に対しても、取引の条件を明示していなかったと公正取引委員会は認定

している可能性がある。そうであれば、公正取引委員会にとっては、違反としやすかった事例であった

といえる。しかしながら、報道によれば、覚書きが存在していたようであり、そうであったとすると、

本当にフリーランスに不利益を与えていたのかどうか議論の余地があるのではないか。仮に契約書が

あったのであれば、そのフリーランスにとって潜在的なクライアントである者に対して償料体験レッ

スンをしてくださいというのが、本当にそのフリーランスの利益を害したといえるのか。 

 

〇 公表文では明示していないが、確かに、償料体験レッスンについて取引条件を明示していなかった

と認定しているようにも見える。ただ、仮に、御指摘のとおり、実際にはそうではなく、覚書等によ

りフリーランスと合意していたのであれば、償料体験レッスンを行わせていたことが、フリーランス

にとって不利益だったとは言えないという可能性もある。 

 

● ３件の勧告については、これで勧告とは厳しい感じである。島村楽器はいろいろなことをやっていた

が、出版社２社については、書面を出していないだけであれば下請法の場合には勧告対象ではないし、

支払遅延についても下請法上は現時点では既往の行為の場合には勧告対象とはなっていない。 

また、公表文では、「明示しておらず」「支払わなかった」としているが、法律の条文上は、「期日が

定められなかったとき」は役務提供日までに支払わなければならないとされており、要件に見合った

認定がされていると言えるのか。 

 ３件の勧告に共通することであるが、勧告内容に、勧告対象となっていない行為について自社で調



査を行いその結果を報告するように求めることを含めているという特徴がある。下請法の場合であれ

ば、勧告が行われる前に公正取引委員会からそのようなことを求められることはあるが、このよう

に、最低限違反と認められるところを早めに勧告し、それ以外はその後でというのも、１つのやり方

であると言えるかもしれない。ただし、企業の側からすると、どこまでやったら終わるのか見通せな

いというデメリットもあり、今後の運用を見ていきたい。 

 島村楽器の件については、償料体験レッスンを行わせることがフリーランスの利益を害するとは思

えない。楽器のレッスンを受けることは初心者にとってはハードルが高いものであり、そのような初

心者に償料体験レッスンを行うことは教室に入ってもらうために効果的であると考えられる。その際

の費用の負担をどうするかということであるが、島村楽器が償料体験レッスンの教室を提供したり広

告宣伝の費用を負担しているのであれば、フリーランスにとっても利益となっているように思われ

る。 

 

● ３件の勧告は、非常に厳しいものであると考える。島村楽器の償料体験レッスンについては、自家

使用役務の提供であり、下請法であれば、そもそも規制対象とならないものである。 

勧告内容に、その他の行為の調査が含まれているが。仮に何か見つかった場合には、新たな勧告の

対象となり得るか興味深い。何か見つかったとしても自主申告を行えば勧告はされないということに

なるのか、そもそも公正取引委員会の調査開始後なので自主申告しても勧告対象とされてしまうの

か。 

 

〇 新たな行為については、公正取引委員会として調査を開始していたとは言えない可能性がある。 

 

● その他の行為の調査は、条文上は、「その他必要な措置」で読むのかと思われるが、そうであれば、

下請法など他の法律についても同様の表現があるので、今後、同様の内容が勧告等に含まれる可能性が

ある。 

 

● 下請法については、既に、昨年３月のビッグモーターに対する件で、同様の措置が勧告に盛り込まれ

ている。この件は、特殊とも言える事例であるが、そもそも、発注書面は出されていない、書類は保存

されていない、従業員向けＬＩＮＥは消去された、担当者は辞めてしまったといったことで、特定の店

舗についてのみしか調査を行えなかった事例である。このため、勧告の中で、弁護士等の有識者による

第三者機関による調査、報告、公表が求められている。 

 

● フリーランス法の勧告で、その他の行為の調査を求めているのは、そもそも、フリーランス法上は、

下請法の場合とは異なり、書類の保存義務がないからではないか。 

島村楽器の件については、下請法上は、償」での役務の提供要請については、直接の利益がなければ

ならないとし、直接、売上げが増えなければだめなので、それと同じ感覚でだめと言っているのではな

いか。 



 

〇 確かに、調査を行うことを相手に求めるのは、書類の保存義務がないことと関係しているかもしれ

ない。 

御指摘のとおり、契約書があったとしても、下請法のこれまでの運用からするとフリーランス法に

ついても同様の運用がなされたという見方もあり得る。 

 


